












































































( 6 ) 楊調時編『最高人民法院民事調停に関する司法解釈の理解と適用』北京出版社
2004年 1月， 19頁
(7) 前掲書， 6頁。














































































































































































































本の交換を求めたところ， Y本屋はこれに応じた。 Xは更に交通費である l




















































































0.1-0.3 Mpa (パスカル)に逮さなければならない， ビール瓶は必ず一定の内
正力と対外力を持たなければならない。さもなければ， ビール瓶の内圧力が足
りないため， ビール瓶が運送，消費過程において爆発し人を傷をつける事故を
引き起こすことがありうる O 他方，ガラスは割れ物であり，ビール瓶は生産，
包装，ビール詰め， :l進送等の過程において，他の瓶や他の物と互いにぶつかる
から，ビール瓶は一定の対外力を有さないと，外力からの影響を受けることで
爆発する可能性があり得る。
このような事件の場合には，当然，中国民事訴訟制度により，技術が分かる
素人が人民陪審員として事案の審理に参加できるが，様々な原因により，当該
制度は活用されていない。また，人民陪審員制を取ると，事案の審理手続きは
普通手続きによらなければならないため，迅速に消費者紛争を解決することが
できなくなる刷。これに対して，協力調停人制度を適用すると， このような
デメリットを解決できると思われる。なお，当該協力調停人は，鑑定機関の専
門家でなければならない。
四終わりに
消費紛争を円満に解決することは，人々の暮らしに重要であり，企業の競争
力にも関連している。これまで，消費者紛争を解決するには，訴訟と ADRの
(20) 中国の一審民事訴訟においては簡易手続きと普通手続きに分けられる。特別事由
がなければ，簡易手続きの審理期限は 3ヶ月となるが，普通手続の審理期限は 6ヶ
月となる。
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中国における消費者紛争の解決への途
二つの手段があったが，訴訟と ADRを結合し，消費紛争を解決する裁判所設
営型 ADR制度を確立し，消費紛争を解決する多種の途を探求することは，消
費者紛争を多元的に解決することに役立つと思われる。 2008年3月15日の
「消費者日Jぞ迎える前の 3月1 日に，江蘇省高級人民法院と江蘇省消費者協
会は，消費者紛争事案を解決するには，裁判所が消費者協会の職員を招聴また
は委託して紛争の調停に参加させる上述の ADR方法を採用することに合意し，
中岡式の裁判所設営型 ADR方法を探究している。
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